
 

 

法定福利費を明示した請負代金内訳書の確認について 

 

１． 法定福利費を明示した請負代金内訳書の確認について 

  公正で健全な競争環境を構築する観点から、社会保険（健康保険、厚生年金保険、雇用

保険）に加入し、事業主が納付義務を負う保険料（法定福利費）を適切に負担する建設業

者を確実に契約の相手方とすることが重要です。 

  さらに、建設業者の担い手の育成及び確保には、法定福利費等の実際の施工に要する通

常妥当な経費を反映した適正な金額で契約を締結し、社会保険等に加入するための原資と

なる法定福利費が、発注者から元請企業、下請企業へ、更に個々の技能労働者まで適正に

支払われるようにすることが重要です。 

  令和３年１０月１日以降に契約締結する建設工事については、受注者から法定福利費を

明示した請負代金内訳書の提出を求めていますが、法定福利費の適切な支払いのための取

組の実効性を図る観点から、令和４年４月１日以降に契約締結する建設工事について、受

注者により明示された法定福利費については、発注者が算出した法定福利費概算額の１／

２以上であることを確認します。 

   ※発注者が算出した法定福利費概算額は、あくまで工事価格に工種別の「工事価格に

占める法定福利費の平均割合」を乗じて算出したものとなります。実際に事業主が負担

する額は、労働者の雇用形態などに応じて決定されます。 

 

２．請負代金内訳書における法定福利費の確認フロー 

 

①  入札・契約 

 

 

②  契約締結後１４日以内に請負代金内訳書を提出（受注者） 

 

 

③  受注者から提出された請負代金内訳書に記載された法定福利費が、 

 法定福利費概算額の１／２以上であることを確認する。（発注者） 

 

 

④  １／２を下回っている場合は、受注者に算出根拠を提出させ確認する。 

なお、誤記等があれば受注者に訂正を指示する。 

 

 

 

 



 

『以下は、R3.6.29 に建設業のための広場に掲載した「法定福利費を明示した請負代金内訳

書の提出について」と同様の内容です』 

 

１．目的 

・建設業者の社会保険への加入を一層推進していくためには、必要な法定福利費が契約段

階で確保されていることが重要です。 

・建設工事における元請－下請間では、各専門工事業団体が法定福利費を内訳明示した 

「標準見積書」を作成しており、その活用が進展しているところです。 

・品確法において、公共工事を実施する者は、技術者の賃金等、労働環境が適正に整備さ

れるよう、適正な額の請負代金を定める下請契約を締結しなければならないこととして

います。 

・上記の背景を受け、三重県建設工事執行規則の施行に関し必要な書類の様式を定める要

綱第１号様式の２建設工事請負契約書の条項において、契約締結後に『法定福利費を明

示した請負代金内訳書』を提出することを規定しています。（R3.10.1 改訂） 

 

２．意義 

・現場労働者（受注者及び下請業者）の法定福利費は、それぞれの工事ごとの請負金額の  

中で確保する必要があります。このため、請負代金内訳書において法定福利費を明示し、

元請・下請間での必要な法定福利費の確保に繋げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

３．請負代金内訳書の様式 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・請負代金内訳書は、当初契約締結後１４日以内に 

工程表と併せて提出（１部）してください。 

 

４．法定福利費の計算方法 

・建設工事の直接的な作業に従事する現場作業員に係る社会保険等の事業主負担分が対

象です。 

・対象となる社会保険等は、雇用保険、健康保険（介護保険料含む）、厚生年金保険（子ど

も・子育て拠出金含む）です。 

 

① 労務費を算出し、法定福利費を求めるケース 

  ・入札や見積書作成の際、直接工事費の積算において労務費を使用している場合 

 ⇒当該労務費を使用。 

・入札や見積書作成の際、直接工事費の積算において労務費を使用していない場合 

 ⇒過去の工事実績から平均的な労務費比率を算出し、これを工事費に乗じて、労務 

費を算出。 

・労務費に各保険の保険料率を乗じることで、法定福利費を算出。 

法定福利費＝労務費総額×法定保険料率 

 

② 労務費の算出が困難なケース 

・過去の工事実績から平均的な法定福利費の割合を算出し、これを工事価格に乗じて、

法定福利費を算出。 

法定福利費＝工事価格×工事価格あたりの平均的な法定福利費の割合（概ね４％） 

 

工事費内訳書（入札時提出用）を利用する 

法定福利費（事業主負担分）
を記入 



 

③ 下請企業から提出された見積書等を活用するケース 

・下請企業から提出された法定福利費を内訳明示した見積書等を活用（明示された法定

福利費の額を合算） 

法定福利費＝下請 A の法定福利費＋下請 Bの法定福利費＋・・・ 

 

【法定保険料率の調べ方】 

雇用保険料 ： 厚生労働省ＨＰ「雇用保険 保険料率」で検索 

健康保険料、介護保険料 ： 全国健康保険協会ＨＰ「健康保険 保険料率」で検索 

   厚生年金保険、子ども・子育て拠出金  

： 日本年金機構ＨＰ「厚生年金 保険料額表」で検索 

 

 【内訳明示する法定福利費について】 

内訳明示の対象 

・健康保険の保険料は介護保険料、厚生年金保険の保険料は子ども・子育て拠出金と

一体で徴収されることから、内訳明示する法定福利費には、これらの事業主負担分

も含まれます。 

・内訳明示を求められている法定福利費以外の費用（例：社会保険料の個人負担分）

を除くことが困難な場合は、当該費用が含まれることを明記してください。 

内訳明示の方法 

・法定福利費の算出方法によっては、必ずしも個々の社会保険の法定福利費を算出で

きるとは限らないため、社会保険の種類毎に明示せず、まとめて明示することでも

差し支えありません。 

・工事費目（直接工事費、現場管理費等）毎に法定福利費を内訳明示するのではなく、

工事価格に対して内訳明示することで差し支えありません。 

 

【法定福利費の算出について】 

・受注者は、下請企業に工事を発注する予定がある場合には、＜法定福利費の計算方

法＞中の「労務費総額」又は「工事価格」に下請企業の負担分を含めた上で算出す

ることに留意してください。 

・受注段階で下請企業が確定しておらず、下請企業が社会保険の適用対象なのか、適

用除外（法定福利費無し）なのか不明である場合には、全ての下請企業が社会保険に

加入しているという前提で算出した法定福利費を明示してください。 

 

５．参考情報 

法定福利費の算出方法に関しては、国土交通省のホームページ等にも掲載されていま

すので参考にしてください。 

【各専門工事業団体の作成した業種ごとの「標準見積書」】 

法定福利費を適切に明示するため、各専門工事業団体において「標準見積書」を作成

しており、その中で算出方法等の考え方が記載されています。 

掲載先 ： 国土交通省ＨＰ「標準見積書」で検索 



 

 

  【法定福利費を内訳明示した見積書の作成手順】 

国土交通省の公表している、法定福利費を内訳明示した見積書の作成手順です。 

掲載先 ： 国土交通省 HP「法定福利費を内訳明示した見積書の作成手順」で検索 

 

 

 

 

 


